
太陽光発電を導入する意義・効果国の支援（国が事業費のほとんどを負担）平成21年度補正

太陽光発電導入事業  
概　　要： 公立学校施設へ太陽光発電を単体で導入する学校に対して国庫補助を行う。
対　　象： 幼稚園、小学校、中学校、中等教育学校（前期課程）、高等学校（産業教育施設のみ）、特別支援学

校（幼稚部、小中学部、高等部）
補 助 率：1/2（平成21年度補正予算は、上記のとおり平均95％を国負担）
補助下限：400万円
関連工事：①技術上の課題を解決するための工事

屋上防水の更新、屋上への防護ネット・柵等の設置、変圧器の新設・更新、太陽電池モジュール
（パネル）の荷重を屋上・ 屋根が支えるための建物の補強の工事、その他必要となる電気工事
②環境教育に活用するための工事
発電モニターの設置など

③太陽光発電の導入と同時に実施する省エネ改修
太陽光発電を設置する施設と同一棟で行う窓ガラスの断熱化、断熱材の導入、省エネ機器の導入
など

公立学校助成制度

平成21年度補正予算・公立幼小中特支への太陽光発電導入事業

学校の太陽光発電により生み出される再生可能エネルギーは、消費電力に活用され、各学校、各
地方公共団体の二酸化炭素（CO2）削減に大きく寄与します。

●学校１校あたりで排出するCO2の削減量、削減率

　　　削減量　年間約10～13トン削減
　　　削減率　寒冷地：約８～９％削減　温暖地：約14～17％削減

　　　　➡　学校１校あたりのCO2削減量は、
　　　　　　東京ドーム約１個分の面積の森林によるCO2吸収効果に相当

●学校１校あたりで発電される電力量は、１日あたり約50～63kWh

　　　　➡　８～10教室分の蛍光灯を、１日の授業の間、点灯するための電力使用量に相当

●公立の全小中高校（約３万６千校）に設置すると、年間発電量は約７億６千万kWh

　　　　➡　小型火力発電所１カ所、一般家庭約22万軒の年間電力使用量に相当

※上記のCO2の削減量等の数値は、20kWパネルを平均的な規模の学校（延床面積5,000㎡）に設置する場合で計算。

※ 年間予想発電量は、「〈設計者向け〉太陽光発電システム手引書」（平成17年度版）」（太陽光発電協会）のデータを用いた。
［http://www.jpea.gr.jp/13dsn01.html］
※ 小学校の地域別エネルギー消費原単位について、「国立教育政策研究所文教施設研究センター調べ（平成18年度値）」
のデータを用いた。

地球温暖化対策への貢献、CO2削減効果（再生可能エネルギーによる代替）

●１校あたりの年間電力需要を1.2～2.7割程度節減でき、年間21～26万円程度の電気代削減。

●公立の全小中高校（約３万６千校）に設置すると、年間約87億円程度の電気代削減。

※上記の電力削減量等の数値は、20kWパネルを平均的な規模の学校（延床面積5,000㎡）に設置する場合で計算。
※電気代は、東京電力の平成21年５月時点の料金で計算。

経済的効率性

●被災時の非常用電源としても活用。

防災上の効果

地方債 ５％

※地域活性化・公共投資臨時交付金（調整中）

【平成21年度補正予算に限り、臨時的な国の負担割合の引き上げがなされます。】

元利償還金に
交付税措置

2.5％

実質的な
地方負担

（例）太陽光発電導入の事業費が2,000万円であれば、実質的な
　　 地方負担は50万円（2.5％）となる。

国負担　95％（国庫補助 50％　＋　臨時交付金※ 45％）

平均値 2.5％
（財政力で異なる）

当面、公立小中学校（約３万２千校）に
ついては、早期に現在の10倍となる１
万２千校設置を目指す。

学校施設における耐震・エコ・ICT化の推進

平成21年度補正予算
総額　１兆1181億円
　　国庫補助　　　　　　4,881億円
　　地方向け臨時交付金　6,300億円全ての学校に設置しよう！

公立高等学校についても、「地域活性化・経済危機対策臨時交付金」や経済産業省の補助制
度※を活用することにより、太陽光発電導入が可能。

目　標 スクール・ニューディール構想

※地域新エネルギー等導入促進事業

実質的な地方負担は2.5％
●太陽光パネルの実物に接し、仕組みを体感できる。

●発電モニターを活用して、CO2削減効果を学べる。

●地域住民の環境学習にも役立てる。

地球温暖化、省エネルギー、省資源などへの
意識を高めることができます。

新しい学習指導要領において、小学校の社会科では「節電などの資源の有効な利用」、小学校理
科では「光電池の働き、電気の利用」、中学校理科では「エネルギーの有効利用の大切さ」につい
て記述されています。
太陽光発電を扱うことが考えられる教科等例： 総合的な学習の時間、社会、算数、理科、生活、

家庭、特別活動等

校舎屋上の太陽光パネルを活用し、太陽光発
電の仕組みについて学習する。

（山梨県甲府市立貢川小学校）

タッチパネルの発電モニターを多目的室に設
置。児童は休み時間にもクイズ形式の学習を
し、環境に対する意識が高まっている。

（山梨県中巨摩郡昭和町立西条小学校）

環境・エネルギー教育への活用
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